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三谷産業株式会社 

2016年度決算 
および 

2017年度業績見通し 

2017年5月17日 

本資料にて開示されているデータや将来予測は、本資料の発表日現在の判断や入手可能な情報に基づくもので、種々の要因により変化すること
があり、これらの目標や予想の達成、および将来の業績を保証するものではありません。また、これらの情報は、今後予告なしに変更されるこ
とがあります。したがって、本情報および資料の利用は、他の方法により入手された情報とも照合確認し、利用者の判断によって行ってくださ
い。本資料利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。 
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会社概要 
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金沢本社 

東京本社 
（2017年3月31日現在） 

社名 三谷産業株式会社

創業 1928（昭和3）年2月11日

設立 1949（昭和24）年8月11日

代表者 代表取締役社長　饗庭達也

本社所在地 金沢本社：石川県金沢市　/　東京本社：東京都千代田区

資本金 40億18百万円

従業員数 連結：2,651名　/　単体：474名

上場証券取引所 東証・名証一部（証券コード：8285）

連結子会社 22社（国内：12社　/　海外：10社）

発行可能株式総数 220,000,000株

発行済株式総数 57,176,000株

単元株式数 100株

株主数 9,097名

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
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事業概要 
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首都圏・北陸地区・ベトナムを主要拠点に6つの事業を展開する総合商社 
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2016年度 連結P/L 
2016年度は減収増益。減収、増益ともに2期ぶりで、過去最高益を記録。 
通期見通し対比においても前期比と同じ傾向で、利益面ではすべて達成。 
 
✔ 売上高：情報ｼｽﾃﾑが大きく減少するも、その他事業の増加により微減に留め、減収 
✔ 営業利益：化学品および樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽが牽引し、増益 
✔ 経常利益：営業利益の増加ならびに持分法投資損益の増加により、増益 
✔ 親会社株主に帰属する当期純利益：経常利益の増加ならびに補助金収入等の特別損益の増加により、増益 
 
✔ 親会社株主に係る包括利益：親会社株主に帰属する当期純利益の増加ならびにその他有価証券評価差額金

の増加により、増益 

FY2015 FY2016 増減額 前期比 FY2016
通期見通し 達成率

売上高 67,735 66,869 ▲ 865 ▲ 1.3％ 71,000 94.2%

売上総利益 11,924 12,755 ＋ 831 ＋ 7.0％ ― ―
　　（利益率） 17.6% 19.1% ＋ 1.5％ ー ー ー

営業利益 1,953 2,331 ＋ 378 ＋ 19.4％ 2,300 101.3%

経常利益 2,170 2,797 ＋ 627 ＋ 28.9％ 2,500 111.9%
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,353 2,010 ＋ 657 ＋ 48.6％ 1,590 126.4%

親会社株主に係る
包括利益 730 2,877 ＋ 2,147 ＋ 294.1％ ― ―

（単位：百万円） 
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売上高の推移 
過去10年間における売上高は、国内市場の縮小や商品価格の低迷など、ﾏｲﾅｽの外部環境変化がありながらも
、営業力の強化やものづくりの加速により、年平均成長率（CAGR）1.1％で推移。 

（単位：百万円） 
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親会社株主に帰属する当期純利益の推移 
親会社株主に帰属する当期純利益の年平均成長率も14.8％と高成長。 

（単位：百万円） 
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2016年度 セグメント別売上高 
2016年度は、情報ｼｽﾃﾑ、ｴﾈﾙｷﾞｰおよび化学品の減少を、空調設備工事、樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽおよび住宅設備工
事の増加で補い切れず微減となり、減収。通期見通し対比では、化学品の未達が相対的に大きい。 
 
✔ 化学品：国内化成品および医薬品向け原薬の減少を、機能性素材・触媒等およびﾍﾞﾄﾅﾑ化成品の増加で補

い切れず微減となり、減収 
✔ 空調設備工事：北陸地区でのﾘﾆｭｰｱﾙ工事が牽引し、増収 
✔ 樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ：車載向け樹脂成形品の量産および電子部品の販売により、増収 
✔ 情報ｼｽﾃﾑ：前期の大型ｼｽﾃﾑ開発案件の反動により、減収 
✔ ｴﾈﾙｷﾞｰ：原油価格や顧客稼働減の影響による産業用燃料の減少ならびに民生用LPｶﾞｽでの数量・価格の低

調により、減収 
✔ 住宅設備機器：首都圏および北陸地区での完工・引き渡しが順調であったことから、増収 

FY2015 FY2016 増減額 前期比 FY2016
通期見通し 達成率

化学品 29,462 29,310 ▲ 152 ▲ 0.5％ 32,953 88.9%

空調設備工事 8,430 9,336 ＋ 906 ＋ 10.8％ 9,649 96.8%

樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 5,262 6,079 ＋ 817 ＋ 15.5％ 6,004 101.2%

情報ｼｽﾃﾑ 8,922 5,794 ▲ 3,128 ▲ 35.1％ 5,226 110.9%

ｴﾈﾙｷﾞｰ 5,742 5,518 ▲ 224 ▲ 3.9％ 5,460 101.1%

住宅設備機器 10,502 11,077 ＋ 575 ＋ 5.5％ 11,919 92.9%

その他 1,483 1,755 ＋ 272 ＋ 18.3％ 1,736 101.1%

（単位：百万円） 
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2016年度 セグメント別売上高 
（単位：百万円） 
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2016年度 セグメント別営業利益 
2016年度は、化学品および樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽが牽引し、増益。通期見通し対比では、樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽとその
他を除いて、いずれも未達。 
 
✔ 化学品：ﾍﾞﾄﾅﾑ化成品および受託製造ﾋﾞｼﾞﾈｽが牽引し、増益 
✔ 空調設備工事：施工現場の負荷低減に向けた先行投資により経費が増加し、減益 
✔ 樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ：売上高の増加に加えて、前期に発生したﾍﾞﾄﾅﾑ子会社ADMS社新工場の本稼働に向けた

特別な経費の反動により、増益 
✔ 情報ｼｽﾃﾑ：「POWER EGG」の販売好調ならびにｼｽﾃﾑ開発案件の安定的な進捗により、増益 
✔ ｴﾈﾙｷﾞｰ：新規顧客獲得のための先行投資ならびにｼｽﾃﾑ投資に伴う減価償却費の増加により、減益 
✔ 住宅設備機器：東京ｼｮｰﾙｰﾑのﾘﾆｭｰｱﾙに係る先行投資ならびに北陸地区での販促費の増加により、減益 

FY2015 FY2016 増減額 前期比 FY2016
通期見通し 達成率

化学品 1,177 1,360 ＋ 183 ＋ 15.5％ 1,384 98.3%

空調設備工事 779 726 ▲ 53 ▲ 6.8％ 750 96.8%

樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 470 602 ＋ 132 ＋ 28.2％ 584 103.1%

情報ｼｽﾃﾑ 241 429 ＋ 188 ＋ 78.0％ 454 94.5%

ｴﾈﾙｷﾞｰ 366 319 ▲ 47 ▲ 12.7％ 338 94.4%

住宅設備機器 130 74 ▲ 56 ▲ 42.9％ 98 75.5%

その他 144 163 ＋ 19 ＋ 13.2％ 145 112.4%

（単位：百万円） 
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2016年度 セグメント別営業利益 
（単位：百万円） 

※セグメント間の内部売上高含む 

＜セグメント別営業利益＞ 

＜構成比＞ 
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2016年度 連結B/S 
2016年度は、総資産が増加、負債が減少し、純資産が増加。自己資本比率は前年度から4.6ﾎﾟｲﾝﾄ改善し、
47.5％。 
 
✔ 流動資産：完成工事未収入金▲407、在庫▲532を主要因に減少 
✔ 固定資産：投資有価証券＋1,985を主要因に増加 
✔ 流動負債：短期借入金▲1,703、未払税金▲551を主要因に減少 
✔ 固定負債：長期借入金▲462、繰延税金負債＋326を主要因に減少 
✔ 株主資本：資本金・資本剰余金＋372（新株発行）、利益剰余金＋1,674を主要因に増加 
✔ 純資産：株主資本＋2,046、その他有価証券評価差額金＋874を主要因に増加 

（単位：百万円） 

FY2015 FY2016 増減
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固定負債 4,403 4,256 ▲ 146

株主資本 22,275 24,322 ＋ 2,046
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2016年度 連結C/F 
2016年度は前期比で営業CFがﾌﾟﾗｽ、投資CFがﾏｲﾅｽ、財務CFがﾏｲﾅｽとなり、ﾌﾘｰCFはﾌﾟﾗｽ。 
 
✔ 営業CF：事業活動の順調な推移ならびに減価償却費を主要因に42億98百万円 
✔ 投資CF：有形固定資産の取得を主要因に▲20億71百万円 
✔ 財務CF：借入金の返済を主要因に▲24億4百万円 
✔ ﾌﾘｰCF：投資CF以上の営業CFの入金があったことから22億27百万円と前期比1億65百万円のﾌﾟﾗｽ 

（単位：百万円） 
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2017年度 連結業績見通し 
2017年度は、増収、営業利益・経常利益は増益ながら、親会社株主に帰属する当期純利益は減益見通し。 
 
✔ 売上高：FCV社の当社連結子会社化を主要因に、増収見通し 
✔ 営業利益：売上高と同様の理由により、増益見通し 
✔ 経常利益：持分法投資損益の減少あるも、営業利益の増加が寄与し、増益見通し 
✔ 親会社株主に帰属する当期純利益：前期に発生した補助金収入等の特別損益の発生がなく、減益見通し 
 

（単位：百万円） 

FY2016 FY2017
通期見通し 増減額 前期比

売上高 66,869 82,500 ＋ 15,631 ＋ 23.4％

営業利益 2,331 2,800 ＋ 469 ＋ 20.1％

経常利益 2,797 3,100 ＋ 303 ＋ 10.8％
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,010 1,800 ▲ 210 ▲ 10.5％

ﾍﾞﾄﾅﾑ関連事業売上高 8,806 22,694 ＋ 13,888 ＋ 157.7％

※ベトナム関連事業売上高は、当社ケミカル事業部海外ビジネスとベトナム子会社の単純合算値 



COPYRIGHT 2017© MITANI SANGYO CO., LTD. 13 

2017年度 セグメント別売上高・営業利益見通し 
2017年度は、その他事業を除いたすべての事業で増収増益見通し。 
 
✔ 化学品：国内化成品、機能性素材・受託製造等および医薬品原薬での伸長により、増収増益見通し 
✔ 空調設備工事：首都圏でのﾘﾆｭｰｱﾙ工事の進展により、増収増益見通し 
✔ 樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ：FCV社の当社連結子会社化ならびに車載向け樹脂成形品の量産が堅調に推移し、 

増収増益見通し 
✔ 情報ｼｽﾃﾑ：ｿﾘｭｰｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽの拡大ならびに採算性の改善により、増収増益見通し 
✔ ｴﾈﾙｷﾞｰ：産業用燃料での新規顧客開拓ならびに燃料転換・省ｴﾈ設備等の拡販により、増収増益見通し 
✔ 住宅設備機器：非住宅の新築・ﾘﾆｭｰｱﾙ工事の受注の伸長により、増収増益見通し 

（単位：百万円） 

FY2016 FY2017
通期見通し 増減額 前期比 FY2016 FY2017

通期見通し 増減額 前期比

化学品 29,310 31,821 ＋ 2,511 ＋ 8.6％ 1,360 1,562 ＋ 202 ＋ 14.9％

空調設備工事 9,336 10,176 ＋ 840 ＋ 9.0％ 726 763 ＋ 37 ＋ 5.0％

樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 6,079 17,955 ＋ 11,876 ＋ 195.4％ 602 807 ＋ 205 ＋ 34.0％

情報ｼｽﾃﾑ 5,794 6,051 ＋ 257 ＋ 4.4％ 429 609 ＋ 180 ＋ 41.8％

ｴﾈﾙｷﾞｰ 5,518 6,166 ＋ 648 ＋ 11.8％ 319 344 ＋ 25 ＋ 7.7％

住宅設備機器 11,077 11,411 ＋ 334 ＋ 3.0％ 74 149 ＋ 75 ＋ 99.5％

その他 1,755 1,734 ▲ 21 ▲ 1.2％ 163 123 ▲ 40 ▲ 24.5％

売上高 営業利益
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2017年度 セグメント別売上高・営業利益見通し 
（単位：百万円） 

※セグメント間の内部売上高・利益含む 

＜セグメント別売上高＞ 

＜セグメント別営業利益＞ 
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2017年度 セグメント別重点施策 
化学品 エネルギー 

✔ 国内化成品販売のさらなるエリア開拓 
化成品や受託製造を組み合わせた複合提案と
地域横断的な活動で新規顧客を獲得 
 

✔ 高品質な医薬品原薬製造 
新たに薬事統制部を設置し、コスト競争力、
品質および開発スピードの向上を図る 
 
 
 
 
 
 
 

✔ 機能性素材の受託製造 
AFCP社が保有する2つの工場を武器とした自
社開発製品の拡販と新規ビジネスの発掘 

✔ ベトナム化成品販売におけるシェア拡大 
保有設備の生産能力増強を図り、既存顧客の
シェア拡大、自社製品の拡販に努める 

✔ 産業用燃料拡販と省エネ設備・設備機器拡販 
元売り会社との緊密な連携により、産業用燃
料の拡販と環境・省エネ改善を目的とした燃
料転換および省エネ設備・設備機器の拡販に
注力 

✔ 技術力・営業力の強化で顧客獲得 
ガス関連機器だけでなく空調・電気設備工事
ならびに水廻りリフォーム工事までもワンス
トップで提供し、新たな需要の拡充と獲得を
図る 

富山八尾工場 製造エリア 

石油タンク ガス検針 



COPYRIGHT 2017© MITANI SANGYO CO., LTD. 16 

樹脂・エレクトロニクス 情報システム 

2017年度 セグメント別重点施策 

✔ 「良品しかつくれない製造工程」の構築 
広島・ベトナムのトライアルセンターにおけ
る生産準備活動の徹底 
 

✔ 金型製造のさらなる内製化 
内製率を向上させ、コスト削減ならびに量産
工程の自動化を推進 
 

✔ 複合ユニット製品でのFCV社との協業加速 
樹脂成型技術と電子製品技術に対する知見を
集約し、複合ユニット製品の製造から検査ま
での一貫生産体制を強化 

✔ IDCを活用した独自サービスの創出 
IDCを最大限に活用し、パートナー企業との
連携強化を図り独自サービスを創出 
 

✔ 「働き方改革」から新規顧客獲得へ 
「POWER EGG」が実現する「働き方改革」
を切り口とし、さまざまな業種へアプローチ
し新規顧客の獲得に注力 
 

✔ ベトナムにおけるブランド力向上 
オフショア開発では、ベトナム現地日系企業
からのシステム開発案件の受注拡大に努め、
新たな付加価値創造によるブランド力の向上
を図る 
 

トライアルセンター FCV社 IDC(インターネットデータセンター) POWER EGG 画面イメージ 
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空調設備工事 住宅設備機器 

2017年度 セグメント別重点施策 

✔ 施工管理業務システムの構築 
ICTを活用し、施工現場の負荷低減と中長期
的なリードタイムの短縮を図る 
 

✔ 施工現場にやさしい設計の実現 
ACSD社と当社BIM推進室および技術部門が
連携し、施工現場業務の上流工程への前倒し
を推進 
 

✔ ACSD社における「BIM」対応技術者の育成 
3次元データで建物の統括的な管理を可能に
する「BIM」に対応できる技術者を育成 
 
 

✔ 非住宅の新築・リニューアル案件獲得 
永年培ってきたディベロッパー、ゼネコンお
よび設計事務所との信頼関係を武器に案件獲
得を図る 
 

✔ 『INTENZA』ブランドの認知度向上 
東京ショールームを活用や住宅展示場を活用
し、高級マンション・戸建物件への営業活動
を推進 
 

✔ 『ラクだ』ブランドの認知度向上 
「暮らし快適サポート隊」を軸にお客様にと
って最適な在宅リフォームを提案 

東京ショールーム(システム収納) 地域密着型サービス『ラクだ』 施工現場 BIM設計図面イメージ 
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ベトナム基本情報 

出典：IMF資料を基に三谷産業が加工 

正式名称 ベトナム社会主義共和国

国土面積 約33万k㎡

首都 ハノイ

政治体制 ベトナム共産党単独政権

人口 9,073万人（2014年）

宗教 大乗仏教：80％

識字率 94.7％

時差 日本時間　－2時間

単位 2013 2014 2015 … 2020 2021

GDP 10億ドル 170.6 185.9 191.5 275.8 299.3

実質GDP成長率 ％ 5.4 6.0 6.7 6.2 6.2

1人当たりGDP ドル 1,901.7 2,049.0 2,088.3 2,855.4 3,078.0

…
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ベトナム関連事業売上高と社員数の推移 
ﾍﾞﾄﾅﾑ関連事業売上高は、樹脂・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽにおける車載用樹脂成形品の量産が大幅に寄与するとともに、化
成品の製造・販売や建築図面のCAD設計・積算なども伸長し、大幅に増加。 

※売上高は、当社ケミカル事業部海外ビジネスとベトナム子会社の単純合算値 
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ベトナム関連事業売上高 ベトナム社員数 

PHASE 1
1993～1996年
進出初期

1993年より進出
現地ﾋﾞｼﾞﾈｽの進め方の習得、
政府関係者とのﾈｯﾄﾜｰｸ構築等、
将来の進出に向けた基盤づくりを推進

PHASE 2
1997～2001年
可能性への挑戦

ものづくりの拠点を目指し、
子会社4社設立
産学協同研究をｽﾀｰﾄ
政府・学府とのﾈｯﾄﾜｰｸ強化

PHASE 3
2002～2010年
技術移転による
事業基盤づくり

ABCD社ﾊｲｽﾞﾝ工場建設、
AFCP社設立等により、
「ﾍﾞﾄﾅﾑ発・日本品質」を志向
’人財’の育成

PHASE 4
2011年～
ﾍﾞﾄﾅﾑ発
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの提案

お客様の現地調達率向上に貢献
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樹脂・エレクトロニクス 

2017年度 ベトナム事業の重点施策 

AFCP社  
 機能性素材の製造 
保有する2つの工場を武器とした自社開発
製品の拡販と新規ビジネスの発掘 
 

AMCE社 
 化学品の製造および販売 
保有設備の生産能力増強を図り、既存顧客
のシェア拡大、自社製品の拡販に努める 

化学品 

AIT社 
 ソフトウェアのオフショア開発 
ベトナム現地日系企業からのシステム開発
案件の受注拡大に努め、新たな付加価値創
造によるブランド力 
の向上を図る 

情報システム 
ACSD社 
 各種建築図面のCAD設計・積算 

3次元データで建物の統括的な管理を可能
にする「BIM」に対応できる技術者を育成 

空調設備工事/住宅設備機器 

ABCD社    ADMS社  FCV社 
✔ 樹脂成形品の製造 
✔ プリント基板の製造・ユニットの組立 
✔ 複合ユニット製品の製造 
樹脂成形技術と電子製品技術に対する知見
を集約し、複合ユニット製品の製造から検
査までの一貫生産体制を強化 

FCV社 ADMS社増築完成イメージ 

BIM設計図面イメージ ACSD社 

ハノイ ハイズン 

ホーチミン ドンナイ 
A D B 
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AFCP社本社・ロテコ工場 AMCE社ドンナイ本社工場 

AIT社 

20 
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配当方針 
株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識し、継続的な安定配当を実施するとともに、企業体質
の強化と将来の事業拡大に備えるため、必要な内部留保を確保していくことを基本方針としております。 
なお、当社は３年ｽﾊﾟﾝでの中期経営計画を策定しており、外的・内的環境の変化に応じて必要な見直しを行
っておりますが、中期経営計画の進捗状況を見極めつつ、継続的な安定配当を実施するために、内部留保の
うち配当積立金について、年間配当金総額の３倍程度の水準を一つの目標とし確保してまいります。 
これらの基本方針のもと、株主のみなさまからのご意見等も総合的に検討したうえで、株主還元の拡充に努
めてまいります。 
2017年度の1株当たり配当金は、年間7円（中間3円、期末4円）を計画しております。 

（単位：円） 
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中計ターム 中計ターム 中計ターム 
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